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1 建物被害 

1.1 揺れによる建物被害 

概要・方針 手法 

H22 調査手法を採用 

・ 中央防災会議＋東京都(半壊)（2006）に

準拠 

 

（出典） 

中央防災会議：「東南海、南海地震等に関す

る専門調査会」（第 31回）中部圏・近畿圏

の内陸地震に係る被害想定手法について

～ 基本被害 ～、平成 19年 11 月 1日、中

央防災会議事務局、p.8～9 

東京都：東京都防災会議(2006)：「首都直下

地震による東京の被害想定報告書」,平成

18 年 5 月 

 

【被害率曲線の見直しを検討】 

・ H25.4.13 に発生した淡路島を震源とす

る地震では、H22 想定手法を用いた即時

被害予測では、揺れによる木造建物の半

壊棟数が 1,346 棟であったが、実数は 95

棟（8/7 時点）であった。 

・ 南海トラフ巨大地震対策検討ワーキン

ググループ（第一次報告）（平成 24 年 8

月 29 日発表）－（資料 2-2）南海トラフ

の巨大地震 建物被害・人的被害の被害

想定項目及び手法の概要、p3、でも近年

の地震による被害率は想定値より小さ

い傾向であると指摘されている。 

・ 淡路島地震の実績値を踏まえ、低震度部

分の被害率曲線の見直しを検討する。 

 

[手法] 

・ 全壊棟数は H22 調査手法を採用し、全壊率テーブル(計測震度と全壊率との関係）から算出。 

・ 全壊率テーブル（被害率曲線）は、阪神・淡路大震災、鳥取県西部地震、芸予地震の被害

データを基にして算出（全壊率－計測震度） 

・ 半壊棟数は、全半壊率テーブル（計測震度と半壊率との関係）を用いて全半壊棟数を求め、

この値から全壊棟数を差し引き、算出。半壊率テーブルは、東京都（2006）を採用。 

[揺れによる建築物被害想定フロー] 

 

 

  

250ｍメッシュ別 
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1.2 液状化による建物被害 

概要・方針 手法 

内閣府・高知県に準拠 

 

（出典） 

内閣府：南海トラフ巨大地震対策検討ワー

キンググループ（第一次報告）（平成 24

年 8 月 29 日発表）－（資料 2-2）南海ト

ラフの巨大地震 建物被害・人的被害の被

害想定項目及び手法の概要、p.6～7 

高知県：〔高知県版〕南海トラフ巨大地震に

よる被害想定（平成 25 年 5 月 15 日）－

資料４：被害想定の計算方法、p.1-6 

[手法]  

・ 地盤沈下量に対する各年代建物の全壊率および全半壊率を乗じて被害数を算出。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 杭なしの非木造は、ほぼ木造（昭和56年以降建築）と同様の被害傾向であるため、木

造（昭和56年以降建築）の被害率を適用（東北地方太平洋沖地震における浦安市の事

例による）。 

※ 杭あり建物のうち、被害が生じるのはアスペクト比の大きい小規模建物（短辺方向ス

パンが1-2程度の中低層建物）のみを対象とし、アスペクト比の小さいもしくは、アス

ペクト比が大きくても大規模建物については半壊以上の被害はないものとする。 

[液状化による建物被害想定フロー]  

基本的な考え方 

・250ｍメッシュに分配した建物データに、

地盤沈下量と建物被害の関係から求めら

れた被害率を乗ずることで被害を想定。 

 

[液状化による建物被害の想定に用いた建築年次区分] 

・ 「項目 1.1 揺れによる建物被害」で用いた非木造の年代区分は、耐震設計基準の変化に対

応しているものであるが、本項目で内閣府が用いている区分はそれに対応していない。そ

こで、下表の「液状化による建物被害の想定に用いた建築年次区分」は便宜的に以下の通

りとし、右図と照会する。 

 

 

 

 

 

 

・ 杭ありの非木造建物は、東京都（2006）と三重県（2005）に倣い、「4 階以上の非木造建物

すべてと 1960 年（昭和 35 年）以降の 1～3 階非木造建物の 20%」とし、それ以外の非木

造建物は「杭なし」と仮定する。 

 

※ 東京都：東京都防災会議(2006)：「首都直下地震による東京の被害想定報告書」,平成 18 年 5月 
※ 三重県：三重県地域防災計画被害想定調査報告書、平成 17 年 3月、p.25 

 

内閣府の分類 兵庫県の分類

昭和55年以前 旧・中築年（昭和55年以前）

昭和56年以降 新築年（昭和56年以降）

杭なし 全年代 全年代

昭和49年以前 旧築年（昭和45年以前）

昭和50～58年 中築年（昭和46～55年）

昭和59年以降 新築年（昭和56年以降）

建物

木造

非木造
杭あり
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1.3 津波による建物被害 

概要・方針 手法 

内閣府に準拠 

（出典） 

南海トラフ巨大地震対策検討ワーキンググル

ープ（第一次報告）（平成 24 年 8 月 29 日

発表）－（資料 2-2）南海トラフの巨大地

震 建物被害・人的被害の被害想定項目及

び手法の概要、p.8 

［手法］ 

・ 津波浸水深ごとの建物被害率の関係を用いて建物構造別に全壊棟数・半壊棟数を算出。 

・ 被害想定を行う防潮施設の条件は以下のケースとする。 

 

表 H24 県津波調査における計算ケース 

ケース No. 
海岸保全施設 

河川管理施設 

地殻変動に 

伴う沈下 

液状化による 

沈下 

防潮門扉 

水門の開閉 

津波が施設天端を 

越流した場合 

ケース① あり 沈降のみ考慮 考慮 一部閉鎖※ 破堤 

ケース② あり 沈降のみ考慮 考慮 全て閉鎖 破堤しない（粘り強い） 

※一部閉鎖：耐震性が確保され、津波到達時間までに閉鎖操作が完了できる施設 

 

基本的な考え方 

・人口集中地区とそれ以外の地区で浸水深

別・建物構造別被害率を分析し、浸水深ご

とに被害率を設定して算出。 
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1.4 急傾斜地崩壊（土砂災害）による建物被害 

概要・方針 手法 

内閣府・高知県に準拠 

（出典） 

内閣府：南海トラフ巨大地震対策検討ワーキ

ンググループ（第一次報告）（平成 24 年 8

月 29 日発表）－（資料 2-2）南海トラフの

巨大地震 建物被害・人的被害の被害想定項

目及び手法の概要、p.9） 

高知県：〔高知県版〕南海トラフ巨大地震によ

る被害想定（平成 25 年 5 月 15 日）－資料

４：被害想定の計算方法、p.1-13～1-15 

 

 

[急傾斜地崩壊被害想定フロー]  

 

基本的な考え方 

・急傾斜地崩壊の起こりうる箇所の危険度ラ

ンク別に崩壊確率を設定。 

・崩壊した箇所の被害については、斜面崩壊

による震度別被害率を適用。 

・崩壊確率と被害率から、斜面災害による建

物被害を算定。 

[算出式] 

 

 

 

 

 

 

 

 

「大破率」を「全壊率」に、「中破率」を「半壊率」に読み替えて使用。 
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1.5 地震火災による建物被害 

概要・方針 手法 

H22 調査手法を採用 

・ 建設省（現・国土交通省）総合技術開発

プロジェクト（1982）（以下、「総プロ式」

という）の手法および中防、大阪府に準

拠 

 

 

（出典） 

建設省総合技術開発プロジェクト（1982）、

『都市防火対策手法の開発報告書』． 

【方針】 

・ 火災の予測は、地震直後に発生する火災と、それを消し止められず延焼となる二通りの火災を対象とする。 

・ 建設省（現・国土交通省）総合技術開発プロジェクト（1982）（以下、「総プロ式」という）の手法により、全出火件数を求め、さらに、関東大震災、北但馬地震、丹後地震、十

勝沖地震、宮城県沖地震における初期消火実態データにより求められた初期消火率（仙台都市圏防災モデル都市建設計画調査委員会による）を参考にして、初期消火率を設定し

たうえで、炎上出火件数を算出 

・ 消防力運営による消火を考慮して延焼の可能性を判断し、消火不能となった火災による焼失棟数を算出 

（２）出火件数の想定方法 

１）全出火件数の算定 

 全出火件数とは、出火に至った全てのものをいう。 

 地震時の出火件数と木造建物全壊率の間には密接な関係があることが知られている。これを利用した総プロの算定式により出火件数 Y を想定した。 

  出火件数 Y = α×N×ｙ 

α：時刻補正係数（表①） 

N：世帯数 

ｙ：全出火率（冬：log10ｙ＝0.695×log10X－1.943、X：全壊率）: 

 

 

 

※ 表①は総プロの方法で採用されている水野（1978）による時刻補正係数。 

※ ただし、本方法は、1968 年までの地震データであるため、阪神/淡路大震災(1995)における神戸市の出火件数を「総プロの方法で検証を行い、時刻補正を行うこととする。 

 

表② 阪神/淡路大震災時における「総プロの方法」の検証結果 

 表②によれば、神戸市全体における実際の初期出火件数に対して想定件数は約 10 倍となった。そ

こで、表①の時刻補正係数にさらに 0.1 倍補正を加えることとした。 

 

 

 

２）炎上出火件数の算定 

 炎上出火件数とは、全出火のうち、市民の初期消火で消されたものを除いたものをいう。 

 初期消火率は、関東大震災、北但馬地震、丹後地震、十勝沖地震、宮城県沖地震における初期消

火実態データにより求められた初期消火率（仙台都市圏防災モデル都市建設計画調査委員会による）

を参考にして求め、次式で炎上出火件数を算定する。 

 

    炎上出火件数＝全出火件数×（１－初期消火率） 

表③ 初期消火率 

 

※ 火災の多くは市街地、住宅密集地で発生していることから、ここでは、「市部」の値を採用した。 

※ 表③は旧の震度階級であることから、ここでは、震度 5 弱、5 強は「震度 5」を、震度 6 弱、6 強

は「震度 6」の値を採用することとした。 

 

  

× 0.1 

表① 時刻補正係数（α） 
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概要・方針 手法 

（参考） 

三重県：三重県地域防災計画被害想定調査報

告書、平成 17年 3月、p.22 

（３）焼失棟数の想定方法 

 建物の焼失棟数は延焼を考慮して想定する。 

１）延焼の可能性の判定 

延焼については、炎上出火件数のうち、地域の消防力の運用により消されずに残った火災を残火災として設定する。なお、下表に示すとおり、不燃領域率が 50%以下の 250m メッシ

ュにおいて延焼被害が発生するものとする。 

地域の消防力の運用とは、以下のような三重県（2009）の仮定を基に考慮されているものとする。 

・ 各市町に発生する炎上出火に対して、市町内にある消防署および消防団が消火にあたるとする。 

・ 1 炎上出火の火面周囲長を 80m とし、その消火に 4 台の消防ポンプが必要であると仮定する(担当火面長 20m／1 台)。 

・ ここでは、最低 1 つの炎上出火は消火できるとし、出火点建物は地域の消防力で消火できるものとした。 

・ 消火したとしても、火面長 80m の場合、500m
2程度焼失するため、消火 1 件あたり 5 棟の焼失があるとした。 

（算出方法） 

①炎上出火件数のうち地域の消防力の運用により消されずに残った火災を残火災と考える。 

②隣接メッシュへの延焼可能性を右表より判定する（町丁目の不燃領域率が 50%以下かどうかで 

延焼可能性の有無を判定） 

 

２）焼失棟数 

 中防では、不燃領域率より求められる焼失率から焼失棟数を算出している。焼失率は、木造建物の棟数比と棟数密度の関数として、以下に示す不燃領域率から求める。 

   F=1.189-0.604a-0.00713d  (ただし、F は 1.0 を超えない。) 

   F：不燃領域率 

   a：木造建物棟数比＝木造建物棟数／全建物棟数 

   d：木造建物棟数密度＝木造建物棟数／メッシュの面積(ha) 

 本検討においては、平成 21 年度調査において既に兵庫県下の 250m メッシュ単位の不

燃領域率の検討が行われており、その結果を活用するものとする。 

不燃領域率と焼失率の関係には、阪神・淡路大震災の被害実績や建設省総合技術開発

プロジェクトによるシミュレーション結果から求められた、以下の大阪府の式を用いる。 

図①に不燃領域率と焼失率の関係を示す。 

焼失率（％） =（－5／2）×不燃領域率×100＋100   （ 0≦不燃領域率≦0.20） 

=（－2／3）×不燃領域率×100＋190／3 （0.20＜不燃領域率≦0.50） 

=（－1／2）×不燃領域率×100＋55   （0.50＜不燃領域率≦0.70） 

=（－1／3）×不燃領域率×100＋130／3 （0.70＜不燃領域率≦1.00） 

 

焼失棟数=各メッシュの建物棟数×焼失率（％）／100                             図① 不燃領域率と焼失率との関係 

（出典：大阪府地震被害想定調査、平成９年３月） 

以上のことから、火災被害建物棟数は、以下の式で算定するものとする。 

 

250m メッシュ単位の火災被害建物棟数（焼失棟数） 

＝（炎上出火があり、不燃領域率 50%以上の町丁目の場合（延焼被害なし））：焼失棟数＝炎上出火件数＝炎上出火棟数 

＝（炎上出火があり、不燃領域率 50%以下の町丁目の場合（延焼被害あり））：焼失棟数＝Σ（各メッシュの建物棟数×焼失率（％）／100）×炎上出火件数） 

 

【揺れ・液状化による建物被害と火災延焼による建物被害のダブルカウントの除去】 

焼失棟数（ダブルカウント除去後）＝焼失棟数（ダブルカウント除去前）×（1－（揺れ・液状化による全壊率）） 

 ※揺れ・液状化による全壊率＝（（揺れによる全壊棟数）＋（液状化による全壊棟数））÷全建物棟数 
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1.6 津波火災による建物被害 

概要・方針 手法 

内閣府に準拠 

（出典） 

南海トラフ巨大地震対策検討ワーキンググループ（第一次報告）（平

成 24 年 8 月 29 日発表）－（資料 2-2）南海トラフの巨大地震 建

物被害・人的被害の被害想定項目及び手法の概要、p12 

検討対象とする 

・ 定性的に想定する。（過去の災害時における被害状況等を参考に、被害の様相を記述） 
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2 屋外転倒、落下物 

2.1 ブロック塀・自動販売機等の転倒 

概要・方針 手法 

内閣府に準拠 

（出典） 

南海トラフ巨大地震対策検討ワーキンググ

ループ（第一次報告）（平成 24 年 8 月 29

日発表）－（資料 2-2）南海トラフの巨大

地震 建物被害・人的被害の被害想定項目

及び手法の概要、p.13～14 

[ブロック塀等の転倒箇所数想定フロー] 

 

  

 

 

揺れの最大加速度PGA(gal)は、震度Ｉより、藤本・翠川の式(2010)を用いて推

定。 

 

 

ここに、計測震度(I)、地震動強さ指標(log(PGA))、地震動強さ指標の2 乗値

(log(PGA) 2)、モーメント・マグニチュード(Mw)、標準偏差(σ)である。 

 

（出典）藤本・翠川：マグニチュードの影響を考慮した計測震度と地震動強さ指標の関係式、

日本地震工学会論文集 第 10 巻、第 2 号、2010 

 

 

 

 

基本的な考え方 

・東京都（H9）、愛知県（H15）に基づき、

建物あたりのブロック塀等の存在割合か

らブロック塀、石塀等の分布数を求めると

ともに、宮城県沖地震における地震動の強

さと被害率との関係式を用いて各施設の

被害数を求める。 

・自動販売機の転倒対象となる割合は、屋外

設置比率と転倒防止措置末対応率より設

定 

・これと阪神･淡路大震災時の実態から設定

される被害率より、震度 6 弱以上のエリア

の転倒数を算定。 

 

 

 

[自動販売機の転倒数想定フロー] 

 

 

 

 

 

 

図 PGA(gal)と震度Ｉの関係（藤本・翠川、2010） 
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2.2 屋外落下物の発生 

概要・方針 手法 

内閣府に準拠 

（出典） 

南海トラフ巨大地震対策検討ワーキンググ

ループ（第一次報告）（平成 24 年 8 月 29

日発表）－（資料 2-2）南海トラフの巨大

地震 建物被害・人的被害の被害想定項目

及び手法の概要、p.15 

[屋外落下物による被害想定フロー] 

 

 

 

① 落下危険性のある屋外落下物を保有する建物棟数比率 

屋外落下物を保有する建物棟数比率は、東京都の調査結果（東京都，1997）をもとに、対象となる建

物の築年別に設定。 

 

 

 

 

 

 

 

② 建物改修率 

建物改修率には、東京都防災会議（2013）「南海トラフ巨大地震等による東京の被害想定」で用いられ

ている平均改修率 97.15％を採用。 

 

③ 落下率 

落下物の発生が想定される建物のうち落下が生じる建物の割合（落下率）には、東京都（1997）で設

定したブロック塀の被害率と同じ式を採用。 

 

 

 

 

揺れの最大加速度 PGA(gal)は、前項「2.1 ブロック塀・自動販売機等の転倒」と同様に、震度Ｉより、

藤本・翠川の式(2010)を用いて推定 

 

④ 屋外落下物発生数の算出 

メッシュ毎の建物総数から、①、②の関係を用いて、屋外落下物を有する建物棟数を算出し、予測ケ

ースにおける各メッシュの地震時の地表最大加速度（計測震度から算出）を用いて、③式により、各メ

ッシュでの塀の落下率、さらに落下物の発生件数を算出。 

 

基本的な考え方 

・東京都（H9）を参考に、全壊する建物お

よび震度6弱以上の地域における3階建て

以上の非木造建物のうち落下危険物を有

する建物から、落下物の発生が想定される

建物棟数を算定。 

－揺れによって全壊する建物について

は、すべての建物が落下物の発生が

想定されるものとする。 

－揺れによって全壊しない建物のうち

落下が想定される建物棟数は、震度

6 弱以上にエリア内の 3 階以上の非

木造建物棟数に、落下物を保有する

建物棟数比率と安全化指導実施によ

る建物改修率を掛けることで算定。 

 

 



 

10 

3 人的被害 

3.1 建物倒壊による人的被害 

概要・方針 手法 

内閣府に準拠 

 

（出典） 

南海トラフ巨大地震対策検討ワ

ーキンググループ（第一次報

告）（平成 24年 8月 29日発表）

－（資料 2-2）南海トラフの巨

大地震 建物被害・人的被害の

被害想定項目及び手法の概

要、p.16－17 

［手法］ 

・木造建物、非木造建物を区別し、それぞれの建物からの死者数・負傷者数を想定 

・近年 300 人以上の死者が発生した鳥取地震、東南海地震、南海地震、福井地震、阪神・淡路大震災の被害事例から算出し

た全壊棟数と死者数との関係を使用 

・近年の地震の鳥取県西部地震、新潟県中越地震、新潟県中越沖地震、能登半島地震、岩手・宮城内陸地震の主な被災市町

村、東北地方太平洋沖地震の内陸被災市町村の建物被害数（全壊棟数、全半壊棟数）と負傷者・重傷者数との関係を使用 

［建物による人的被害想定フロー］ 

 

 

 

 

［算出式］ 

 

 

 



 

11 

3.2 津波による人的被害 

概要・方針 手法 

新規 

 

［算出手順］ 

① 浸水深30㎝（死者が発生し始める深さ）の外縁ラインの決定 

② 浸水深１mの（死者率が100％となる深さ）外縁ラインの決定 

③ ①及び②のラインの海側への平行移動距離の設定 

（平行移動距離＝津波到達までの避難可能距離＝避難可能時間×平均徒歩移動速度） 

④ ①及び②のラインを、③の距離分、海側（南、南東など）へ平行移動させ、ラインを設定。 

（水平避難可能地域の「領域Ａ」と、水平避難困難地域の「領域Ｂ」及び「領域Ｃ」が判明する。） 

⑤ 避難率の設定 

⑥ 領域Ａの人的被害算出：ΣＡの人口×不避難率×浸水深毎の死亡率（メッシュ単位） 

【領域Ａ･･･水平避難すれば全員助かるエリア】 

⑦ 領域Ｂの人的被害算出：Ｂの人口×（１－避難率×0.5） 

【領域Ｂ･･･水平避難しても避難行動者の中から死者が発生するエリア。死者率は0～100％の間なので、平均して50％を採用】 

⑧ 領域Ｃの人的被害算出：Ｃの人口 

【領域Ｃ･･･水平避難しても避難行動者が全員死亡するエリア】 

⑨ 避難ビル効果の算出：領域ＡＢＣ中の既存避難ビルの総数×平均収容人数 

⑩ 領域ＢＣの人的被害から、⑨の効果分を引く。 

［各種設定値］ 

夜間の避難徒歩速度＝避難の平均時速 2.65 ㎞/h × 0.8 

          ＝2.12 ㎞/h 

避難開始時刻：発災 5分後（直接避難） 

 

［年齢構成を考慮した死傷者数の算定］ 

・ 東日本大震災における岩手、宮城、福島の被災地域では、生存者においては高齢者ほど直後の避難率が高い傾向にあるが、65歳以上及び75歳以上の方は毛かとして死者率が他年齢に比べ高い。

ここでは、年齢構成が東日本大震災の被災地の状況よりも高齢化していれば津波に巻き込まれる可能性がより高いものとする。 

・ 全国における年齢構成を考慮した人的被害を推定するため、平成22年国勢調査に基づく市町村別の年齢区分比率を基にして、次式により人的被害補正係数を算出し、算出した市町村別死傷者数

に掛け合わせるものとする 

 

 

 

 

［夏期の海水浴客等観光客の考慮（被害様相を検討）］ 

・ 浸水域内に海水浴場等が存在するところでは、夏期のピーク時には住民数（夜間人口･昼間人口）と比較しても無視できない人数の海水浴客が存在することから、津波による人的被害の算定にお

いて、海水浴客の被害を想定する必要がある。 

・ ここでは、中央防災会議「日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震に関する専門調査会報告、平成18年1月25日、p.25」における海水浴客の被害想定結果を参考に被害の様相を検討する。 

（上記資料より抜粋） 

明治三陸地震をケースとして、被害想定を行う。 
津波到達時間が約 30 分と比較的短い岩手県陸前高田市の海水浴場において、ピーク時の海水浴客数を約２万人と推定した場合、約 800 人の死者が発生すると予測される。 
岩手県陸前高田市の海水浴場での日平均海水浴客数に対するピーク時海水浴客数の比率を用いて、岩手県、宮城県の海水浴場におけるピーク時の海水浴客数を推計すると約 12 万人となることから、

夏のピーク時には多数の犠牲者が発生する可能性がある。 
一方、津波到達時間が約 60 分と比較的長い茨城県大洗町の海水浴場（ピーク時の海水浴客数が約 4 万人）では、津波が到達するまでに全員が避難を完了すると予測されるが、適切な避難行動をとら

ない人がいた場合は、死者が発生する可能性がある。 

基本的な考え方 

・避難行動をすれば全員が助かる「水

平避難可能地域（領域Ａ）」と、

避難行動をしても避難中に死者が

発生する「水平避難困難地域（領

域Ｂ及びＣ）」に分けて考える。 

・「水平避難困難地域」の人は、避

難途中で巻き込まれる津波の浸水

深に応じて死亡率が異なる。死者

は浸水深30㎝から発生し、１mで死

亡率が100％となる。 

・「水平避難困難地域」の設定方法

は、浸水深30㎝の外縁ラインを、

海側へ、津波到達までに可能な避

難距離分だけ平行移動させ、そこ

から海側の地域とする。その地域

の人は、避難行動をしても、浸水

深30㎝の外縁ライン内に留まるこ

ととなり、被害が発生する。同様

に、浸水深１mの外縁ラインを平行

移動させた場合に、その移動先か

ら海側の地域の人は、避難行動を

しても、浸水深１mの外縁ライン内

に留まることから、死亡率が100％

となる。 

・「水平避難可能地域」内は、避難

率が減災効果を決める。「水平避

難困難地域」内は、避難率と津波

避難ビル（垂直避難手段）が減災

効果を決める。 

（出典）南海トラフ巨大地震対策検討ワーキンググループ（第一次報告）（平成 24 年

8 月 29 日発表）－（資料 2-2）南海トラフの巨大地震 建物被害・人的被害の被害想定

項目及び手法の概要、p.21 
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概要・方針 手法 

 ［津波による「人的被害の算出方法」及び「定量的な減災手法］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※人的被害を算定する対象人口は、１階及び 2階の居住者を対象とする。 

※3階以上の居住者は垂直避難をして建物に留まると設定する。 
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3.3 急傾斜地崩壊（土砂災害）による人的被害 

概要・方針 手法 

内閣府に準拠 

（出典） 

南海トラフ巨大地震対策検討ワーキンググループ（第

一次報告）（平成 24 年 8 月 29 日発表）－（資料 2-2）

南海トラフの巨大地震 建物被害・人的被害の被害想

定項目及び手法の概要、p23 

[算出式] 

 

基本的な考え方 

・揺れにより引き起こされた斜面の崩壊（崖崩れ）に

より家屋が倒壊し、それに伴って死者が発生する場

合を想定 

・地震発生時刻の建物内滞留状況について考慮。 

3.4 火災による人的被害（焼死者数） 

概要・方針 手法 

H22 調査手法を採用 

・阪神・淡路大震災時の被災事例を基の設定 

【方針】 

・ 人的被害としては、焼死者を推定することとした。火災によるやけどは多少あるものの火災による人的被害は建物倒壊による人的被害と異なり、焼死するかしないかが問題となる。

なお、焼死者の推定値については大きな誤差を含んでいることを断っておく。 

・ 風速は延焼速度には影響するが最終的な延焼面積には影響しない。ただし、焼死者については「建物被害による閉じ込めや逃げ遅れ」によって発生していたものが、風速 6m/s 以上、

あるいは延焼速度 100m/s になると「取り囲みによる焼死」が発生し、閉じ込めによる焼死者の約 2 倍程度焼死者が増える。よって、焼失棟数等の建物被害については考慮せず、人

的被害についてのみ、風速 6m/s 以上とそれ以下の 2 パターンで算出することとした。 

【手法】 

火災による死者は、「閉じ込められ型」と「取り囲まれ型」の 2 つのパターンで起きる。 

阪神･淡路大震災では、幸いなことに前者の「閉じ込められ型」しか起きていないが、風速が 6m/s 以上あるいは延焼速度が 100m/s になると、関東大震災のような「取り囲まれ型」

が発生する。中防はこの「取り囲まれ型」を無視しているが、多数の死者がでるのはこの「取り囲まれ型」である。 

 関東大震災で焼失約 40 万棟で約 9 万人、北丹後地震の峰山で焼失約 1,000 棟で約 800 人、福井地震で焼失約 4,000 棟で約 500 人以上（1,000 人という見解もある）、阪神・淡路大

震災で焼失約 7,000 棟で約 500 人の焼死者という数字を見る限りにおいて、中防の計算式による予測値は大凡 1 桁少ない。少なくとも 10 棟延焼すると 1 人が焼死すると考えるのが妥

当である。これについても、関東大震災では台風が来ていたからと説明する風潮あるが、庄内地震や福井地震あるいは北丹後地震での焼死者の説明がつかない。 

 このように、焼死者の推定には大きな誤差が含まれていることを認識した上で、検討しなければならない。 

 ここでは、以下の式により、焼死者の推定を行うこととした。 

 

 （風速が 6m/s 以上の場合）焼死者 ＝ 0.12×焼失棟数 

 （風速が 6m/s 未満の場合）焼死者 ＝ 0.06×焼失棟数 

 

※ 阪神・淡路大震災で火災が起きた地域では全壊率は多く見積もっても 3 割程度なので、仮に 1,000 棟あった地域では 300 棟が全壊したことになる。この場合、阪神・淡路大震

災では約 10 万棟全壊して約 5,000 人が倒壊死しているので、この地域では 15 人が倒壊で死亡したことになる。一方、火災が発生した地域では約 7,000 棟が焼失して 550 人

が死亡したということなので、この 1,000 棟の地域では 80 人が死亡したことになる。その 80 人と 15 人の差が火災による焼死者ということになるので、1,000 棟焼失あたり

65 人が焼死者という結果が出る。つまり、1 棟あたり 0.065 人いうことになる。なお、誤差の大きい推定でもあることから、ここでは、0.06 とする。 

※ 風速が 6m/s 以上の場合については、過去の地震被害による事例（関東大震災、北丹後地震、善光寺地震、庄内地震の酒田等）では、焼失１棟あたり 0.1～0.5 人程度焼死して

いる。また、取り囲まれ型は、閉じ込められ型の 2 倍程度の焼死者が出ると想定されている。これらのことから、取り囲まれ型が発生し始める風速が 6m/s 以上の場合では、

風速が 6m/s 未満の場合の約 2 倍として、1 棟あたり 0.12 人の焼死者率とした。 
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3.5 ブロック塀・自動販売機等の転倒、屋外落下物による人的被害 

概要・方針 手法 

内閣府に準拠 

（出典） 

南海トラフ巨大地震対策検討ワーキンググル

ープ（第一次報告）（平成 24 年 8 月 29 日発

表）－（資料 2-2）南海トラフの巨大地震 建

物被害・人的被害の被害想定項目及び手法

の概要、p.26～27 

[ブロック塀等の倒壊] 

 

 [屋外落下物] 

 

基本的な考え方 

・ 東京都（H9）、静岡県（H12）に基づき、宮

城県沖地震（1978）時のブロック塀等の被

害件数と死傷者数との関係から死傷者率を

設定。 

・ 地震発生時刻の建物内滞留状況について考

慮。 

・ 既往災害等による被害事例や被害想定手法

の検討例は存在しないため、ブロック塀の

倒壊による死傷者算定式を適用する。ただ

し、ブロック塀と自動販売機の幅の違いに

よる死傷者率の違いを考慮。 

・ 自動販売機の転倒による死傷者について

は、ブロック塀等と〃死傷者率とし、自動

販売機とブロック塀の幅の平均長の比（1：

12.2）によって補正。 

・ 屋外落下物については、宮城県沖地震

（1978）時の落下物による被害事例に基づ

く、屋外落下物及び窓ガラスの屋外落下物

のよる死傷者率を設定。 

[自動販売機の転倒] 
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3.6 屋内収容物移動･転倒、屋内落下物による人的被害 

概要・方針 手法 

内閣府に準拠 

（出典） 

南海トラフ巨大地震対策検討ワーキンググル

ープ（第一次報告）（平成 24 年 8 月 29 日発

表）－（資料 2-2）南海トラフの巨大地震 建

物被害・人的被害の被害想定項目及び手法

の概要、p.28～30 

[屋内転倒物による死者算定フロー] 

 

[屋内転倒物による負傷者算定フロー] 

 

基本的な考え方 

・ 火災予防審議会･東京消防庁「地震時におけ

る人口密集地域の災害危険要因の解明と消

防対策について」（平成 17 年）による死傷

者率を適用。 
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概要・方針 手法 

 [屋内落下物による死者算定フロー] 

 

[屋内落下物による負傷者算定フロー] 
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3.7 交通人的被害（道路） 

概要・方針 手法 

中央防災会議に準拠 

（出典） 

「東南海、南海地震等に関する専門調査

会」（平成 20 年 5 月 14 日）中部圏・近

畿圏の内陸地震に係る被害想定手法

（案）について～交通被害、ライフライ

ン被害、孤立集落の発生など～、p.42 

 

［揺れによるハンドル操作ミスによる人的被害想定フロー］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

［算出式］ 

 

 

   ※対象道路は、兵庫県内の道路交通センサス区間 

 

 

 

［震度６強以上エリア内走行自動車台数］ 

・道路交通センサス（H17）の昼間 12 時間交通量より、路線別の 18 時台の交通量を算出。 

（震度 6 強以上エリア内走行自動車台数[台]） 

  ＝（1 時間あたり交通量[台/時間]）×（震度 6 強以上エリア通過時間[時間]） 

（震度 6 強以上エリア通過時間[時間]） 

  ＝（震度 6 強エリア内通過延長[km]）÷（混雑時平均速度[km/時間]） 

 

※昼間 12 時間交通量に対して 18 時台交通量の占める割合は、兵庫県内のセンサス交通量観測

地点における平均値（高速道路 8.08％、一般道路 8.76％）を使用。 

※混雑時平均速度は道路交通センサスより。 

 

 

［人身事故発生率］ 

・危険を感じた人のうち傷害を起こす人の割合は 0.114％ と設定（「新版 自動車事故工学」江

守一郎）。 

・ドライバーが危険を感じる条件として、震度 6 強以上と仮定。 

 

 

［事故１件当り死傷者数］ 

・揺れによるハンドル操作ミスによる被害は一定の速度以上で発生すると考えられること及び

一般道における死傷者発生率を算出できるデータが無いことを踏まえ、平常時の高速道路に

おける重傷者以上の事故 1 件あたりの死傷者数を算定。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

基本的な考え方 

・阪神・淡路大震災の被害実態を基に算

出 

・道路被害は、揺れによるドライバーの

ハンドル操作ミスによる交通事故に伴

う死傷者数より算定 

 

 震度分布 センサス区間交通量 

震度 6 強以上エリア内の自動車走行台数 

人身事故発生率 

死傷者数 

事故 1 件あたり死傷者数 

 （死傷者数）＝（事故１件当り死傷者数）×（震度６強以上エリア内走行自動車台数） 

       ×（人身事故発生率） 
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3.8 交通人的被害（鉄道） 

概要・方針 手法 

中央防災会議に準拠 

（出典） 

「東南海、南海地震等に関する専門調査

会」（平成 20 年 5 月 14 日）中部圏・近

畿圏の内陸地震に係る被害想定手法

（案）について～交通被害、ライフライ

ン被害、孤立集落の発生など～、p.47 

［鉄道による人的被害フロー］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

［算出式］ 

 

 

 

 

［駅間通過人員］ 

・第 4 回パーソントリップ調査より、各駅間の日通過人員を把握。これに 18 時台ピ

ーク率を乗じて、日通過人員から 18 時台の時間あたり通過人員に換算。 

※18 時台ピーク率は、第 4 回パーソントリップ調査における兵庫県調査範囲内全駅

の時間帯別乗降人員より設定（9.01％）。 

※新幹線については、静岡県第 3 次被害想定（平成 13 年）における設定を参考とし、

16 両編成の新幹線 1 列車の乗客数を、乗車率 100％の場合（1,200 人）の約 2／3

の約 800 人とする。ただし、レールスターは 8 両編成、こだまは 6 両編成として、

それぞれ次のように設定。 

   レールスター   ：800 人×（8 両／16 両）＝400 人 

   こだま      ：800 人×（6 両／16 両）＝300 人 

［震度 6 強・7 エリア内の滞留人口］ 

・震度 6 強・7 エリア内の滞留人口は、駅間ごとに次式により算定。 

(震度 6 強・7 エリア内の滞留人口[人]) 

 ＝(単位距離あたり通過人員[人/km]) ×（震度 6 強・7 エリア内通過延長[km]） 

(単位距離あたり通過人員[人/km])＝（1 時間あたり通過人員[人/時]）÷(表定速度[km/時]) 

※表定速度は各路線毎に時刻表より設定（通過待ちのない時間帯の各駅停車の表定速度）。 

 

［列車脱線率］ 

・JR 在来線・私鉄・地下鉄については、震度 6 強以上のエリア内の全路線における、地震発生

の瞬間の乗車人数を対象として算出する。 

・JR 新幹線の脱線条件については、十分な事態把握あるいは研究成果が得られていないため、

在来線と同じ脱線発生率とする。 

 

 

 

 

 

 

［死傷者率］ 

・中部圏・近畿圏の内陸地震に係る被害想定手法（案）について（中央防災会議）をもとに設定。 

※JR 在来線、私鉄については、過去の列車脱線事故、列車衝突事故における死傷者数の分布か

ら求められた値 

※新幹線については、ドイツの ICE 脱線事故事例を参考とした値。（この事例はトップスピード

で走行中の場合の想定であるが、実際には加減速中の列車が含まれるため、そのまま想定に適

用すると過大想定となる。そこで大阪府（H18）の事例に倣い、ドイツの ICE 脱線事故事例

の死傷者率と、在来線の場合の死傷者率との中間値を用いた。） 

※地下鉄の死者率、負傷者率、重傷者率については、在来線列車の半分と仮定。 

 

 

 

 

 

 

基本的な考え方 

・阪神・淡路大震災の被害実態を基に算

出 

・鉄道被害は、駅間滞留人口に阪神・淡

路大震災時の脱線事故発生率及び過去

の列車事故時の死傷者発生率を乗じ

て、死傷者数を算出 

 

3.9 震災関連死 

概要・方針 手法 

内閣府に準拠 

（参考） 

南海トラフ巨大地震対策検討ワーキンググループ（平成 25 年 3 月 18 日）

－（資料４）南海トラフ巨大地震の被害想定項目及び手法の概要～ライフ

ライン被害、交通施設被害、被害額など～、p.23 

検討対象とする 

・ 地震および津波による死者数に対して、東日本大震災における災害関連死による増加率を掛けて、概略的な災害関連死死者数を算出。 

・ 上記数値を踏まえ、定性的に想定する。（過去の災害時における被害状況等を参考に、被害の様相を記述） 

 

 

駅間通過人員 

震度分布 

震度 6 強・7 エリア内の滞留人口 

列車脱線率 

死傷者数 

死傷者発生率 

震度 6 強・7 エリア内の区間延長 

 （死傷者数）＝Σ（震度 6 強・7 エリア内の滞留人員） 

       ×（列車脱線率）×（死傷者発生率） 

列車種別 死者率 負傷者率 

（重傷者含む） 

重傷者率 

・在来線、私鉄 0.18％ 11.8％ 1.9％ 

・新幹線 

  ドイツ ICE事故と在来線の中間値 

 

20％ 

 

44％ 

 

16％ 

・地下鉄（在来線、私鉄の半分） 0.09％ 5.9％ 0.95％ 
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3.10 揺れによる建物被害に伴う要救助者（自力脱出困難者） 

概要・方針 手法 

内閣府に準拠 

（出典） 

南海トラフ巨大地震対策検討ワーキンググル

ープ（第一次報告）（平成 24 年 8 月 29 日発

表）－（資料 2-2）南海トラフの巨大地震 建

物被害・人的被害の被害想定項目及び手法

の概要、p.31 

 

[自力脱出困難者想定フロー]   

基本的な考え方 

・ 阪神淡路大震災時における建物全壊率と救

助が必要となる自力脱出困難者の数との関

係を用いた静岡県（H12）や東京都（H9）の

手法を参考にして、自力脱出困難者数を算

定。 

[算出式] 

 

3.11 津波被害に伴う要救助者・要捜索者 

概要・方針 手法 

内閣府に準拠 

（参考） 

内閣府：南海トラフ巨大地震対策検討ワーキンググループ（第一次報告）

（平成 24 年 8 月 29 日発表）－（資料 2-2）南海トラフの巨大地震 建

物被害・人的被害の被害想定項目及び手法の概要、p.32 

 

検討対象とする 

・ 定性的に想定する。（過去の災害時における被害状況等を参考に、被害の様相を記述） 
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4 ライフライン被害 

4.1 上水道 

概要・方針 手法 

内閣府・高知県の手法を基に検討可能な項目から

算定 

（出典） 

内閣府：南海トラフ巨大地震対策検討ワーキング

グループ（平成 25年 3月 18 日）－（資料４）

南海トラフ巨大地震の被害想定項目及び手法

の概要～ライフライン被害、交通施設被害、被

害額など～、p.2 を参考に作成 

高知県：〔高知県版〕南海トラフ巨大地震による

被害想定（平成 25年 5月 15 日）－資料４：被

害想定の計算方法、p.3-1～3-4 

 

 

 

 

 

 

 

基本的な考え方 

・津波浸水、揺れによる影響を考慮し、断水人口

を算出する。 

・津波浸水の影響は、エリア別の浸水率から浄水

場の機能停止を判断する。 

・ 揺れの影響は、管種・管径別被害率（首都直下

地震防災・減災プロジェクト）を用いて管路被

害を算出する。 

・「断水人口」と「上水道の供給率曲線」から、

復旧に要する日数を算出する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

津波浸水による施設被害及び揺れによる管路被害を考慮し、断水人口を算出

 津波浸水の影響（施設被害）

 断水人口（＝①＋②）

 揺れの影響（管路被害）

断水人口①
（浄水場の停止）

断水人口②
（管路被害）

給水人口
（市町別）

利用可能人口
（浄水場が機能）

震度

管種・管径別の
配水管総延長

断水率
＝１－供給率

浄水場の浸水判定
（浸水率）

浄水場の浸水判定

浄水場の停止判断
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4.2 下水道 

概要・方針 手法 

内閣府手法を基に検討可能な項目から算定 

（出典） 

内閣府：南海トラフ巨大地震対策検討ワーキング

グループ（平成 25年 3月 18 日）－（資料４）

南海トラフ巨大地震の被害想定項目及び手法

の概要～ライフライン被害、交通施設被害、被

害額など～、p.3 を参考に作成 

高知県：〔高知県版〕南海トラフ巨大地震による

被害想定（平成 25年 5月 15 日）－資料４：被

害想定の計算方法、p.3-5～3-7 

 

 

 

 

基本的な考え方 

・津波浸水、揺れ・液状化の影響を考慮して機能

支障人口を算出する。 

・津波浸水の影響として、処理場の浸水を考慮す

る。 

・揺れ・液状化の影響は、震度別 PL 値別の管種・

管径別被害率を用いて管路被害を算出する。 

・復旧予測は、機能支障人口と東日本大震災等で

の復旧状況を考慮する。 

 

 

津波浸水による施設被害及び揺れ液状化による管路被害を考慮し、機能支障人口を算出

 津波浸水の影響（施設被害）

 機能支障人口（＝①＋②）

 揺れの影響（管路被害）

被害率分布

機能支障率
（管路被害）

被害延長分布

処理場の浸水判定

処理場の停止判断

処理人口
（市町別）

機能支障人口②
（管路被害）

震度別　PL値別
管種・管径別被害率

管種・管径別
管渠延長

震度別　PL値分布

利用可能人口
（処理場が機能）

機能支障人口①
（処理場の停止）

処理場の浸水判定
（浸水率）
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4.3 電力 

概要・方針 手法 

電力会社による被害想定結果を採用すること

を基本とする（ヒアリング） 

※H22 調査手法を暫定的に記載 

[手法] 

  １．被害想定方法（想定条件） 

ａ．送変電設備 

  阪神・淡路大震災後の設備改修実績から、設備の耐震設計と兵庫県提示の地震動データとを比較し、想定を行った結果、一部の送変電設備が被害を受け、一時的に停電の可

能性はあるが、健全設備（回線）により早期復旧が可能であるとした。 

ｂ．配電設備 

 阪神・淡路大震災の被害実績から、地震動による建物倒壊数に対する停電被害軒数から停電軒数を類推した。 

 

２．応急送電復旧見込み想定 

停電被害と同様に、阪神・淡路大震災の被害実績から、建物全壊数に対する電柱折損割合および電柱折損数に対する配電線被害回線数を算出し、阪神・淡路大震災時の応急送

電の復旧配電線数の実績から応急送電見込み日数を類推した。 

 

＜具体的な計算内容＞ 

 阪神・淡路大震災時に発生した建物全壊棟数に対する当社の支持物被害本数、および被害配電線回線数の割合を算出。 

 この割合を使用して兵庫県提示の各地震時の建物全壊棟数より支持物被害本数、被害配電線数を算出。 

（電柱折損・倒壊数から電柱被害数を算出し、被害配電線回線数から停電率を算出し、全お客さま軒数と停電率を基に停電軒数を算出） 

 

阪神淡路大震災のデータ 

 被害数 比 率 

建物全壊数 105,000 棟 － 

電柱折損・倒壊 3295 本 0.031（全壊数に対する電柱折損・倒壊率） 

支持物被害全数 11,289 本 3.4（折損・倒壊に対する比率） 

被害配電線回線数 649 回線 0.197（電柱折損・倒壊に対する被害回線数の比率） 
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4.4 通信 

概要・方針 手法 

電話通信会社による被害想定結果を採用するこ

とを基本とする（ヒアリング） 

※H22 調査手法を暫定的に記載 

電話通信会社による被害想定結果を採用 

・阪神・淡路大震災の被害実態を基に算出 

① 被災率 

・ 阪神、淡路大震災の被災率を採用 

震度階別想定被災率 

想定震度 被災率 

震度７ 27.0% 

震度６強 13.5% 

震度６弱 1.8% 

震度５強 1.0% 

 

② 固定電話の被災想定回線数（NTT／加入電話・ひかり電話） 

・ 各市町区別の NTT ﾋﾞﾙ収容回線数を元に、各地震での想定震度（震度 5 強～震度 7）

の被災率により推定。 

※【例：姫路市】 

対象地震：山崎断層帯地震（大原・土万・安富・主部南東部、M8.0） 

想定震度：7 

被災率：27％ 

（姫路市のNTTﾋﾞﾙ収容回線数）×（姫路市の山崎断層帯地震の被災率（震度7⇒27％） 

＝姫路市の想定被災回線数 

 

②携帯電話 

・ 「停電率」と「不通回線率」から携帯電話不通ランク（A～C)を評価 

 

[通信（携帯電話）被害想定フロー] 

  

 

4.5 ガス 

概要・方針 手法 

ガス会社による被害想定結果を採用することを

基本とする（ヒアリング） 

※H22 調査手法を暫定的に記載 

[手法] 

ガス会社による被害想定結果を採用 

・ 阪神・淡路大震災時に定めた基準をもとに検討 

・ 兵庫県の想定地震動を基に、地震計で SI 値が 60cm/秒を示した供給ブロックを供給停止する

基準の下、被害想定を実施（ＬＰガスについては対象としていない） 

 

[ガス被害想定フロー] 
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4.6 小売（スーパー） 

概要・方針 手法 

新規 

 

小売（スーパ）分布と震度分布および津波による

最大浸水深分布を重ね書き 

 

・ 都市部の住民にとって小売は、ある意味ガス

より重要な都市機能である。 

・ サービスの復旧進捗状況を示し、避難所外避

難者が要する物資について考察する。 

・ 想定手法は検討中。 

 （例：阪神・淡路大震災では、被災地内の百貨

店・スーパー・コンビニエンスストア等 625

店舗のうち、1/17 に 35%、1/20 に 80%、2/5

に 87%が復旧） 

・ 「震度 6 弱以上のメッシュに該当する施設数／全施設数」を「被害率」として、市町別に算定。 

・ 「浸水深 50cm 以上のメッシュに該当する施設数／全施設数」を「被害率」として、市町別に算定。 

※ 東日本大震災における被災事例（下図）では、浸水深が 50cm 超から半壊の発生度合いが大きくなっていることから、施設が使用不可となる半壊（浸水深 50cm 以上）以上

の施設の分布状況を集計する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典）南海トラフ巨大地震対策検討ワーキンググループ（第一次報告）（平成 24 年 8 月 29 日発表）－（資料 2-2）南海トラフの巨大地震 建物被害・人的被害の被害想定項目及び手法
の概要、p.8 

 

4.7 銀行 

概要・方針 手法 

新規 

 

銀行分布と震度分布および津波による最大浸水深

分布を重ね書き 

 

・ 小売と並び都市部の住民にとっては、重要な

都市機能である。 

・ サービスの復旧進捗状況を示す。 

・ 想定手法は検討中。 

 （例：阪神・淡路大震災では、被災地内の銀行

607 店舗のうち、1/17 に 25%、2/1 に 100%

が復旧） 

・ 「震度 6 弱以上のメッシュに該当する施設数／全施設数」を「被害率」として、市町別に算定。 

・ 「浸水深 50cm 以上のメッシュに該当する施設数／全施設数」を「被害率」として、市町別に算定。（4.7 小売（スーパー）参照） 
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5 交通施設被害 

5.1 道路（高速道路、一般道路） 

概要・方針 手法 

内閣府に準拠 

（出典） 

南海トラフ巨大地震対策検討ワーキンググルー

プ（平成 25 年 3 月 18 日）－（資料４）南海

トラフ巨大地震の被害想定項目及び手法の概

要～ライフライン被害、交通施設被害、被害額

など～、p.7 

 

 

 

基本的な考え方 

• 揺れ・津波浸水による道路施設被害箇所数を

算出。 

• 道路施設被害率（揺れ・津波）について、東

日本大震災の実績を踏まえて設定。 

 

 

 

 

5.2 鉄道 

概要・方針 手法 

内閣府に準拠 

（出典） 

南海トラフ巨大地震対策検討ワーキンググルー

プ（平成 25 年 3 月 18 日）－（資料４）南海

トラフ巨大地震の被害想定項目及び手法の概

要～ライフライン被害、交通施設被害、被害額

など～、p.8 

 

 

基本的な考え方 

•揺れ・津波浸水による鉄道施設被害箇所数を算

出。 

•鉄道施設被害率（揺れ・津波）について、東日

本大震災の実績を踏まえて設定。 
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5.3 港湾 

概要・方針 手法 

港湾位置と震度分布図および津波による最大浸

水深分布を重ね描き 

 

（参考） 

内閣府：南海トラフ巨大地震対策検討ワーキング

グループ（平成 25 年 3 月 18 日）－（資料４）

南海トラフ巨大地震の被害想定項目及び手法

の概要～ライフライン被害、交通施設被害、被

害額など～、p.9 

 

［手法］ 

・港湾位置・耐震バース位置と震度分布図および津波による最大浸水深分布を示し、地震時における拠点としての活用可能性について把握 

・過去の災害時における被害状況等を参考に、被害の様相を記述 

 

5.4 空港 

概要・方針 手法 

空港位置と震度分布図をおよび津波による最大

浸水深分布を重ね描き 

 

（参考） 

内閣府：南海トラフ巨大地震対策検討ワーキング

グループ（平成 25 年 3 月 18 日）－（資料４）

南海トラフ巨大地震の被害想定項目及び手法

の概要～ライフライン被害、交通施設被害、被

害額など～、p.10 

 

［手法］ 

・伊丹空港と神戸空港を対象とする。 

・空港位置と震度分布図および津波による最大浸水深分布を示し、地震時における拠点としての活用可能性について把握 

・過去の災害時における被害状況等を参考に、被害の様相を記述 
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6 生活への影響 

6.1 避難者 

概要・方針 手法 

内閣府に準拠 

（出典） 

南海トラフ巨大地震対策検討ワーキンググル

ープ（平成 25 年 3 月 18 日）－（資料４）

南海トラフ巨大地震の被害想定項目及び手

法の概要～ライフライン被害、交通施設被

害、被害額など～、p.11 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆内陸部（津波浸水地域外）における避難者数を算出する。 

 

・ 全避難者数＝（全壊棟数＋ 0.13×半壊棟数）×1棟当たり平均人員 

＋断水人口※1×断水時生活困窮度※2 

※1：断水人口は、自宅建物被害を原因とする避難者を除く断水世帯人員を示す。 

※2：断水時生活困窮度とは、自宅建物は大きな損傷をしていないが、断水が継続されることにより

自宅での生活し続けることが困難となる度合を意味する。時間とともに数値は大きくなる。阪

神・淡路大震災の事例によると、水が手に入れば自宅の被害がひどくない限りは自宅で生活し

ているし、半壊の人でも水道が復旧すると避難所から自宅に帰っており、逆に断水の場合には

生活困窮度が増す。 

（当日・１日後）0.0 ⇒（１週間後）0.25 ⇒（１ヶ月後）0.90 

・阪神・淡路大震災の実績及び南海トラフ巨大地震による被害の甚大性・広域性を考慮して、発災当

日・１日後、１週間後、１ヶ月後の避難所避難者と避難所外避難者の割合を以下のように想定（避

難所避難者：避難所外避難者） 

（当日・１日後）60:40⇒（１週間後）50:50⇒（１ヶ月後）30：70 

基本的な考え方 

・ 津波浸水地域（沿岸部）と、津波の影響を

受けない範囲（内陸部）の避難者数を区分

して算出。 

－津波被災地の場合は、建物が全壊

に至っていない場合でも、①浸水

被害により屋内では生活が困難、

②津波警報等に伴う避難指示・勧

告の発令等、建物被害やライフラ

イン途絶以外に避難を決定づける

要因があると考えられる。さらに、

自宅に戻れない人の中でも、③自

ら住宅を確保、親戚宅への疎開と

いった形で避難所を離れるケース

が多数発生することが予想され

る。 

・ 液状化が原因である建物の全半壊からは避

難所生活者が発生しないと想定する。 

－2011 年の東日本大震災時の浦安

市の実績によると、全壊 24 棟、大

規模半壊 1,560 棟、半壊 2,185 棟

の建物被害が発生したにも関わら

ず、発災 1 週間後の避難所生活者

数は 19 名。3/21 では 8 名。発災

の翌日までは避難者が多かった

が、帰宅困難や余震を心配しての

原因によるものである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 高層難民について検討 

・ 高層難民（世帯数）の推定式は、「6 階以上に居住の住民世帯数×地域の各時期の停電率×（1－各時期の自宅備蓄率）」 

・ 電力が復旧（エレベータが稼働）すれば高層難民解消。 

※ 各データ数が得られた場合に算出し、得られない場合は、定性的に評価（過去の災害時における被害状況等を参考に、被害の様相を記述） 

 

・長期湛水地域からの避難者について検討 

・ 地震発生後 4 日目には、上記「津波浸水地域における避難者」のとおり長期湛水地域以外の住民は帰宅を行うが、長期湛水地域は帰宅できずに避難所に留まると想定する。 

・ そこで朔望平均満潮位の際に床上浸水以上となる地域（浸水深 50cm 以上）の住民が、長期湛水が原因で避難者となるとする。 

・ なお、高層難民との重複や、断水による避難との重複が生じるため、数値整理の方法は今後検討を要する。 

◆ 津波浸水地域における避難者数を算出する。 

（１）地震発生直後（１日間）における避難者数の想定手法 

①全壊建物、半壊建物 

・全員が避難する。※半壊建物も、屋内への漂流物等により、自宅では生活不可 

②一部損壊以下の被害建物（床下浸水を含む） 

・津波警報に伴う避難指示・勧告により全員が避難する。 

③避難所避難者と避難所外避難者・疎開者等 

・東日本大震災における浸水範囲の全人口は約60万人（総務省統計局の集計より） 

・内閣府の集計より、東日本大震災における最大の避難所避難者数は約47万人（3月14

日）である。沿岸部の避難所避難者数は約40万人であることから、避難所避難者：

避難所外避難者＝40：（60‐40）=2：1 

避難所避難者数（発災当日～発災 2日後）＝津波浸水地域の居住人口×2/3 

（２）地震発生後２日目以降の避難者数の想定手法 

・全避難者数＝（全壊棟数＋0.13×半壊棟数）×1棟当たり平均人員 

＋断水人口×断水時生活困窮度 

ここで、断水時生活困窮度は、（１週間後）0.25⇒（１ヶ月後）0.90 

・東日本大震災の避難実績及び南海トラフ巨大地震による被害の甚大性・広

域性を考慮して、１週間後、１ヶ月後の避難所避難者と避難所外避難者の

割合を次のように想定 

（避難所避難者：避難所外避難者） 

（１週間後）90：10⇒（１ヶ月後）30:70 
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6.2 災害時要援護者 

概要・方針 手法 

内閣府に準拠 

（出典） 

南海トラフ巨大地震対策検討ワーキンググル

ープ（平成 25 年 3 月 18 日）－（資料４）

南海トラフ巨大地震の被害想定項目及び手

法の概要～ライフライン被害、交通施設被

害、被害額など～、p.22 

 

 

 

[災害時要援護者数想定フロー] 

 

 

基本的な考え方 

・避難所避難者数の内訳として、人口比率よ

り、避難所に避難する災害時要援護者数を

算出。 

・避難所での対応等の参考に資するよう、幅

広い災害時要援護者を対象に算出するもの

とし、重複の除去は行わない。 
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6.3 帰宅困難者 

概要・方針 手法 

H22 調査手法を改良＋内閣府に準拠 

（出典） 

南海トラフ巨大地震対策検討ワーキンググル

ープ（平成 25 年 3 月 18 日）－（資料４）

南海トラフ巨大地震の被害想定項目及び手

法の概要～ライフライン被害、交通施設被

害、被害額など～、p.12 

 

［手法］ 

・ 平成 22 年国勢調査報告の「市区町村、従業地・通学地による常住市区町村、男女別

15 歳以上就業者数及び 15 歳以上通学者数」のデータを用いて、自宅までの距離別

滞留者数を算出 

・ 就業者・通学者以外の移動者については、中部圏及び近畿圏のパーソントリップ調

査の結果から求めた就業者・通学者との比率（1.786）により算出 

・ 徒歩による帰宅が困難な人の数を算出するため、自宅までの距離に応じて帰宅困難

割合を設定 

・ 震度 5 以上の揺れで公共交通機関は点検のため停止し、また夜間に入るなど運行再

開に時間が掛かるため、滞留者の帰宅手段は徒歩のみとする 

・ 震度 5 未満の地域間の移動には公共交通機関を使用できるものとし、滞留者は全員

帰宅可能とする 

・ 震度 5 未満の地域と震度 5 以上の地域の間の移動には公共交通機関を使用できない

ものとし、滞留者の帰宅手段は徒歩のみとする 

・ 滞留者の滞留先又は自宅が震度 5 以上となる場合、滞留先において、自宅までの距

離に応じた帰宅困難者が発生するものとする 

・ 上記手法で発生市町別に算出した帰宅困難者数から、公共交通機関を利用していな

い者（徒歩、勤め先・学校のバス、自家用車、オートバイ、自転車）を除いた値を、

最終的な帰宅困難者とする 

・ 帰宅困難者数に時刻別補正率を乗じて、時刻別推計（早朝、昼間、夕刻）を求める 

［帰宅困難者数想定フロー］ 

 

基本的な考え方 

・ 帰宅困難率は、東日本大震災の実績に基づ

き設定する。 

・ 算出した帰宅困難者数に、利用交通手段に

よる補正を加える。 

・ 兵庫県は、都市部以外は公共交通機関の利

用割合が小さいこと、首都圏のような面的

道路規制を予定していないことから、公共

交通機関利用者のみ帰宅困難になると考え

る。 

・ 帰宅困難者にタイムテーブルを設定し、時

刻別推計（早朝、昼間、夕刻）とする 

・夏場の海水浴客については、被害シナリオ

で考慮する。 

 

［算定式］ 

 

 

 

※自宅までの距離は、便宜上、各市町の重心間の距離とする。 

※兵庫県外からの滞留者については、帰宅困難率を 100%とする。 

 

［公共交通機関利用率］ 

・ 平成 22 年国勢調査「従業値・通学地集計」第 11-2 表の兵庫県内市町別データを用いて、

以下のように設定。 

 

 

 

 

 

 

［時刻別補正率］ 

・ 平成 23 年社会生活基本調査の「15 歳以上の平日に自宅にいた行動者率」を用いて、12 時

の外出者を基準として時刻別の補正率を設定する。（自宅にいる人の割合は平日の 12 時で

36.1％、3 時 30 分なら 96.36％である。算出した帰宅困難者数は 12 時のものであり、外

出している人の割合に応じて調整する。） 

 

 

（帰宅困難者数）＝Σ（自宅までの距離別滞留者数）×（自宅までの距離別帰宅困難率） 

×（帰宅先の公共交通機関利用率） 

（帰宅先の公共交通機関利用率）＝P／M 

M：当該市町における「従業地・通学地による 15 歳以上自宅外就業者・通学者数」 

P：M のうち、「鉄道・電車」「乗合バス」「ハイヤー・タクシー」の利用者数、「利用交通

手段が 2 種類」、「利用交通手段が 3 種類以上」 

自宅までの距離別滞留者数 

帰宅先の公共交通機関利用率 

自宅までの距離別帰宅困難率 

 

帰宅困難者数（昼間） 

時刻別補正率 

帰宅困難者数（早朝、夜間） 
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6.4 孤立集落 

概要・方針 手法 

内閣府に準拠 

（出典） 

南海トラフ巨大地震対策検討ワーキンググル

ープ（平成 25 年 3 月 18 日）－（資料４）南

海トラフ巨大地震の被害想定項目及び手法の

概要～ライフライン被害、交通施設被害、被

害額など～、p.29 

 

 

基本的な考え方 

・ 震災時にアクセス経路の寸断によって孤立

する可能性のある集落を抽出 

 

6.5 （地盤沈下による）長期湛水 

概要・方針 手法 

被害量の集計は新規 

被害シナリオは内閣府を参考 

（参考） 

南海トラフ巨大地震対策検討ワーキンググル

ープ（平成 25 年 3 月 18 日）－（資料４）

南海トラフ巨大地震の被害想定項目及び手

法の概要～ライフライン被害、交通施設被

害、被害額など～、p.32 

[手法] 

・ ゼロメートル地帯の広がり、長期湛水が懸念される阪神地区を対象 

・ 対象市の朔望平均満潮位（H.W.L.）よりも低い標高地域（海岸保全施設等水際線最終防潮ライン施設が地震や津波のよって破損し、潮汐により浸水する可能性のある地域）におけ

る人口を集計 

・ 集計結果を基に、被害シナリオを定性的に整理する。（過去の災害時における被害状況等を参考に、被害の様相を記述） 

・ 堤内地の湛水量（ｍ３）算出し、ポンプ車で排水する場合の延べ必要台数・延べ必要日数を試算する。 

 

 

6.6 エレベータ内閉じ込め 

概要・方針 手法 

内閣府に準拠 

（参考） 

南海トラフ巨大地震対策検討ワーキンググ

ループ（平成 25 年 3 月 18 日）－（資料４）

南海トラフ巨大地震の被害想定項目及び手

法の概要～ライフライン被害、交通施設被

害、被害額など～、p.17 

検討対象とする 

・定性的に想定する。（過去の災害時における被害状況等を参考に、被害の様相を記述） 
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6.7 物資 

概要・方針 手法 

H22 調査手法を採用 

・内閣府に準拠 

（出典） 

南海トラフ巨大地震対策検討ワーキンググループ（平

成 25 年 3 月 18 日）－（資料４）南海トラフ巨大地震

の被害想定項目及び手法の概要～ライフライン被害、

交通施設被害、被害額など～、p.13 

[手法] 

・阪神・淡路大震災の被害実態を基に算出 

・主要備蓄・調達量と需要との差からそれぞれの不足量を想定 

・食料の備蓄量に関して、米は 1 食当たり 200g とし、主食または副食 1 食を 1 食分とした 

・物資の需要量および不足量に関しては発災 1 日後、4 日後、1 ヶ月後の避難所生活者を対象に算出 

・食料および給水の対象となる避難所生活者に関して、発災後 3 日までは 1 日後、発災後 4～29 日までは 4 日後の避難所生活者数を用いた 

・食料必要量＝避難所生活者×1.2×3 食/1 日×必要日数 

・給水必要量＝避難所生活者×1.2×3 リットル/1 日×必要日数 

・生活必需品需要量＝避難所生活者１人あたり毛布２枚、肌着１セット 

・仮設トイレ需要＝避難所生活者×1 基/100 人、簡易トイレ需要＝避難所生活者×1 個/10 人 

・仮設トイレ・簡易トイレ供給は県・市町が持つ備蓄量 

・生活必需品およびトイレは、消耗しないものとする 

・災害時要援護者が必要とする物資（粉ミルク、オムツ等）を算出する。 

・燃料不足について、定性的に記述する。 

 

6.8 医療機能 

概要・方針 手法 

内閣府・高知県に準拠 

（出典） 

内閣府：南海トラフ巨大地震対策検討ワーキンググル

ープ（平成 25 年 3 月 18 日）－（資料４）南海トラフ

巨大地震の被害想定項目及び手法の概要～ライフラ

イン被害、交通施設被害、被害額など～、p.14 

高知県：〔高知県版〕南海トラフ巨大地震による被害想

定（平成 25 年 5 月 15 日）－資料４：被害想定の計算

方法、p.5-7 

［医療需要過不足数］ 

・医療需給過不足数は重傷者対応を対象 

・医療需要は、震災後の新規入院需要発生数として、重傷者＋病院での死者（全死者数の 10％にあたる）を想定 

・医療供給量は、医療機関の病床数をベースに、医療機関建物被害率、空床率、ライフライン機能低下による医療機能低下率を乗じて算出 

・需要と供給の差により、過不足量を算出 

 

 

 

 

 

※ 医療機関での死者数は、1995 年の阪神・淡路大震災の事例から、死者の 10％とする。 

※ 平常時入院数、空床率は、病床数に平成 21 年地域保健医療基礎統計（厚生労働省）の病床利用率を乗じて算出。 

 

［要転院患者数］及び［日常受療困難者数］ 

・定性的に想定する。（過去の災害時における被害状況等を参考に、被害の様相を記述） 

基本的な考え方 

・ 医療機関の施設の損壊、ライフラインの途絶により

転院を要する患者数を算出。 

・ 新規の入院需要（重傷者数＋医療機関で結果的にな

くなる者＋被災した医療機関からの転院患者数）及

び外来需要（軽症者数）から医療機関の受入許容量

を差し引いたときの医療対応力不足数を算出。 

※入院患者数等の基礎データがない場合は、「6.11 病

院・警察・消防・福祉施設」の「病院」と同じ手法を

採用 

 

 

医療需給過不足数（重傷）＝地震後の対応可能重傷患者数－入院需要量 

＝（市町村別病床数（ICU を除く）×医療機建物被害率（全壊率＋1/2 半壊率＋焼失棟数率）×空床率×ライフライン低下後の医療機能率） 

－地震時の重傷者数 
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6.9 保健衛生、防疫、遺体処理等 

概要・方針 手法 

内閣府に準拠 

（参考） 

南海トラフ巨大地震対策検討ワーキンググル

ープ（平成 25 年 3 月 18 日）－（資料４）

南海トラフ巨大地震の被害想定項目及び手

法の概要～ライフライン被害、交通施設被

害、被害額など～、p.15 

検討対象とする 

・ 定性的に想定する。（過去の災害時における被害状況等を参考に、被害の様相を記述） 

・ 入手データに応じて、火葬場能力・棺・ドライアイス量・花等の需要量の定量化を行う。 

 

6.10 避難所 

概要・方針 手法 

H22 調査手法を採用 

・ 避難所分布と震度分布および津波による最

大浸水深分布を重ね書き 

 

・ 「震度 6 弱以上のメッシュに該当する施設数／全施設数」を「被害率」として、市町別に算定。 

・ 「浸水深 50cm 以上のメッシュに該当する施設数／全施設数」を「被害率」として、市町別に算定。（4.7 小売（スーパー）参照） 

 

 

6.11 病院・警察・消防・福祉施設 

概要・方針 手法 

H22 調査手法を採用 

・ 病院・警察・消防･福祉施設分布と震度分布

および津波による最大浸水深分布を重ね書

き 

 

・ 「震度 6 弱以上のメッシュに該当する施設数／全施設数」を「被害率」として、市町別に算定。 

・ 「浸水深 50cm 以上のメッシュに該当する施設数／全施設数」を「被害率」として、市町別に算定。（4.7 小売（スーパー）参照） 
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7 災害廃棄物等 

7.1 災害廃棄物等 

概要・方針 手法 

内閣府に準拠 

（出典） 

南海トラフ巨大地震対策検討ワーキンググル

ープ（平成 25 年 3 月 18 日）－（資料４）

南海トラフ巨大地震の被害想定項目及び手

法の概要～ライフライン被害、交通施設被

害、被害額など～、p.16 

災害廃棄物 

[算出式]  [災害廃棄物想定フロー] 

基本的な考え方 

・ 震災廃棄物の発生量は以下の方針に沿って

予測。 

・ 建物の全壊・焼失による「災害廃棄物」、津

波により陸上に運ばれて堆積した土砂・泥

状物等の「津波堆積物」の発生量について

算定。 

・ 「災害廃棄物」は厚生省（1998）「震災廃棄

物対策指針」におけるがれきの発生量の推

定式を採用。 

・ 「津波堆積物」は平均堆積高を設定し、そ

れに浸水面積を乗じて堆積量を推定。 

津波堆積物 

・ 廃棄物資源循環学会（2011）より、東北地方太平洋沖地震における津波堆積物の堆積高測定結果より、津波堆積物の平均堆積高を 2.5 ㎝から 4 ㎝に設定し、それに浸水面積を乗じ

て津波堆積物の体積量を推定。 

・ 推定された体積量に対して、汚泥の体積重量換算係数を用いて、津波堆積物の重量を推定。 

・ ここでは、体積重量換算係数として、国立環境研究所の測定結果(体積比重 2.7g/cm、含水率約 50%)を用いて、1.46 トン/cm※を用いた。 

※ (2.7+2.7)/(1.0+2.7)=1.46 (一般社団法人廃棄物資源循環学会(2011)「津波堆積物処理指針(案)」より) 
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8 その他の被害 

8.1 長周期地震動 

概要・方針 手法 

内閣府に準拠 

（参考） 

南海トラフ巨大地震対策検討ワーキンググループ（平成 25 年 3 月 18 日）

－（資料４）南海トラフ巨大地震の被害想定項目及び手法の概要～ライ

フライン被害、交通施設被害、被害額など～、p.18 

検討対象とする 

・定性的に想定する。（過去の災害時における被害状況等を参考に、被害の様相を記述） 

 

8.2 道路閉塞 

概要・方針 手法 

内閣府に準拠 

（参考） 

南海トラフ巨大地震対策検討ワーキンググループ（平成 25 年 3 月 18 日）

－（資料４）南海トラフ巨大地震の被害想定項目及び手法の概要～ライ

フライン被害、交通施設被害、被害額など～、p.19 

検討対象とする 

・定性的に想定する。（過去の災害時における被害状況等を参考に、被害の様相を記述） 

 

8.3 道路上の自動車への落石・崩土 

概要・方針 手法 

内閣府に準拠 

（参考） 

南海トラフ巨大地震対策検討ワーキンググループ（平成 25 年 3 月 18 日）

－（資料４）南海トラフ巨大地震の被害想定項目及び手法の概要～ライ

フライン被害、交通施設被害、被害額など～、p.20 

検討対象とする 

・定性的に想定する。（過去の災害時における被害状況等を参考に、被害の様相を記述） 

 

8.4 宅地造成地 

概要・方針 手法 

内閣府に準拠 

（参考） 

南海トラフ巨大地震対策検討ワーキンググループ（平成 25 年 3 月 18 日）

－（資料４）南海トラフ巨大地震の被害想定項目及び手法の概要～ライ

フライン被害、交通施設被害、被害額など～、p.24 

検討対象とする 

・定性的に想定する。（過去の災害時における被害状況等を参考に、被害の様相を記述） 
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8.5 危険物･コンビナート施設 

概要・方針 手法 

H22 調査手法を採用 

・ 危険物・コンビナート施設分布と震度分布およ

び津波による最大浸水深分布を重ね書き 

 

 

 

・ 「震度 6 弱以上のメッシュに該当する施設数／全施設数」を「被害率」として、市町別に算定。 

・ 「浸水深 50cm 以上のメッシュに該当する施設数／全施設数」を「被害率」として、市町別に算定。（4.7 小売（スーパー）参照） 

・ 基礎データの内容（高圧ガス、石油コンビナート、毒物・劇物取扱事業所の位置情報のみ）から判断し、下表「危険物施設の被害率」による製造所別の集計は行えないが、震度

6 弱以上に該当する施設は、何らかの被害が発生するものとし、「震度 6 弱以上のメッシュに該当する施設数／全施設数」を「被害率」として、市町別に算定。 

・ なお、下記被害率を考慮して被害シナリオを検討。 

 

 

 

8.6 大規模集客施設等 

概要・方針 手法 

内閣府に準拠 

（参考）南海トラフ巨大地震対策検討ワーキンググループ（平成 25 年 3 月 18 日）－（資料４）南

海トラフ巨大地震の被害想定項目及び手法の概要～ライフライン被害、交通施設被害、被

害額など～、p.26 

検討対象とする 

・定性的に想定する。（過去の災害時における被害状況等を参考に、被害の様相を記述） 

 

8.7 地下鉄・ターミナル駅 

概要・方針 手法 

内閣府に準拠 

（参考）南海トラフ巨大地震対策検討ワーキンググループ（平成 25 年 3 月 18 日）－（資料４）南

海トラフ巨大地震の被害想定項目及び手法の概要～ライフライン被害、交通施設被害、被

害額など～、p.27 

検討対象とする 

・ 浸水の恐れがある地下街・地下鉄の入口位置を抽出する。 

・ 上記を踏まえて定性的に想定する。（過去の災害時における被害状況等を参考に、被害の様相を記述） 

 

8.8 文化財 

概要・方針 手法 

H22 調査手法を採用 

・ 文化財分布と震度分布および津波による最大浸水深分布を重ね書き 

・ 「震度 6 弱以上のメッシュに該当する施設数／全施設数」を「被害率」として、市町別に算定。 

・ 「浸水深 50cm 以上のメッシュに該当する施設数／全施設数」を「被害率」として、市町別に算定。（4.7 小売（スーパー）参照） 

（出典）南海トラフ巨大地震対策検討ワーキンググループ（平成 25 年 3 月 18 日）－（資料４）南海トラフ巨大地震の被害想定項
目及び手法の概要～ライフライン被害、交通施設被害、被害額など～、p.25 
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8.9 災害応急対策等 

概要・方針 手法 

内閣府に準拠 

（参考）南海トラフ巨大地震対策検討ワーキンググループ（平成 25 年 3 月 18 日）－（資料４）南海トラフ

巨大地震の被害想定項目及び手法の概要～ライフライン被害、交通施設被害、被害額など～、p.30 

検討対象とする 

・定性的に想定する。（過去の災害時における被害状況等を参考に、被害の様相を記述） 

 

8.10 堰堤、ため池等の決壊 

概要・方針 手法 

H22 調査手法を採用 

・堰堤、ため池分布と震度分布を重ね書き 

・ため池災害については位置を CG ハザードマップより表示する。 

・被害想定については、氾濫範囲の住宅戸数のデータの有無による。 

 

8.11 複合災害 

概要・方針 手法 

内閣府に準拠 

（参考）南海トラフ巨大地震対策検討ワーキンググループ（平成 25 年 3 月 18 日）－（資料４）南海トラフ

巨大地震の被害想定項目及び手法の概要～ライフライン被害、交通施設被害、被害額など～、p.33 

検討対象とする 

・定性的に想定する。（過去の災害時における被害状況等を参考に、被害の様相を記述） 

 

8.12 時間差での地震の発生 

概要・方針 手法 

内閣府に準拠 

（参考）南海トラフ巨大地震対策検討ワーキンググループ（平成 25 年 3 月 18 日）－（資料４）南海トラフ

巨大地震の被害想定項目及び手法の概要～ライフライン被害、交通施設被害、被害額など～、p.34 

検討対象とする 

・定性的に想定する。（過去の災害時における被害状況等を参考に、被害の様相を記述） 

 

8.13 漁船･船舶、水産関連施設 

概要・方針 手法 

内閣府に準拠 

（参考）南海トラフ巨大地震対策検討ワーキンググループ（平成 25 年 3 月 18 日）－（資料４）南海トラフ

巨大地震の被害想定項目及び手法の概要～ライフライン被害、交通施設被害、被害額など～、p.35 

検討対象とする 

・定性的に想定する。（過去の災害時における被害状況等を参考に、被害の様相を記述） 

8.14 治安 

概要・方針 手法 

内閣府に準拠 

（参考）南海トラフ巨大地震対策検討ワーキンググループ（平成 25 年 3 月 18 日）－（資料４）南海トラフ

巨大地震の被害想定項目及び手法の概要～ライフライン被害、交通施設被害、被害額など～、p.36 

検討対象とする 

・定性的に想定する。（過去の災害時における被害状況等を参考に、被害の様相を記述） 

 

8.15 全国の被害 

概要・方針 手法 

新規 

 

検討対象とする 

・ 定性的に想定する。（広域巨大災害である南海トラフ巨大地震津波の特徴を踏まえ、同災害発生時の他都道府県から

時間的・空間的に拡大する被害の兵庫県への影響や、対応に要する資源の制約等について記述） 
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9 被害額 

9.1 資産等の被害 

概要・方針 手法 

中央防災会議に準拠し、建物被害額・家財被

害額を算出。 

また内閣府、高知県に準拠し、ライフライン

被害及び交通施設等の被害による被害額を算

出。 

（出典） 

中央防災会議：「東南海、南海地震等に関する

専門調査会」（平成 20 年 5 月 14 日）中部圏・

近畿圏の内陸地震に係る被害想定手法（案）

について～経済被害～、p.6 

内閣府：南海トラフ巨大地震対策検討ワーキ

ンググループ（平成 25 年 3 月 18 日）－（資

料４）南海トラフ巨大地震の被害想定項目

及び手法の概要～ライフライン被害、交通

施設被害、被害額など～、p.37～39 

高知県：〔高知県版〕南海トラフ巨大地震によ

る被害想定（平成 25 年 5 月 15 日）－資料

４：被害想定の計算方法、p.7-1～7-6 

［算定式］ 

・建物・家財の復旧額を、下記の①×②によって算出。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※直接被害額は、復旧に要する金額を考えることとし、基本的には「購入価格」を原単位

として用いる。 

※ただし、その他償却資産については、購入価格の把握が難しいため「時価評価額」を原

単位として用いることとする。 

 

 

［新規建物 1 棟あたり工事必要単価］ 

・建築統計年報より、兵庫県における平成 20 年度における新規建築物の棟数および工事

費予定額を抽出し、1 棟あたり工事必要単価を設定する。 

 

・（新規建物 1 棟あたり工事必要単価（円／棟）） 

 ＝（工事費予定額（円））／（新規建築物棟数（棟）） 

・木造：1,913 万円／棟、非木造 12,863 万円／棟 

 

 

 

［家財資産額］ 

・家財評価額の単価は、大阪府（H18）の手法に準拠し、国税庁における家財損失額の

算定方法（家族構成別家財評価額により計算）を用いて設定。 

・兵庫県における、各市町別の家族構成比率は平成 17 年度国勢調査より把握。 

家族構成別家財評価額 

 

 

 

 

 

（注）夫婦又は独身者以外の大人（年齢 18 歳以上）1 名

につき 130 万円、子供 1 名につき 80 万円加算 

 

・（家財資産額（円））＝（1 世帯あたり家財評価単価（円／世帯））×（世帯数（世帯）） 

※市町別に設定 

 

［償却資産額］ 

・平成 21 年度固定資産の価格等の概要調書（総務省）より、兵庫県の償却資産額は 

   5,452,468,768 千円 

 となっている。これを平成 18 年度事業所・企業統計調査結果による従業者人口比率に

より按分し、各市町別の償却資産額とする。 

 

［在庫資産額］ 

・在庫資産額の設定方法は、広島県（H18）の手法に準拠し、商業商品手持額、製造業

在庫額により行う。 

・商業商品手持額は、H19 商業統計調査における市町別の小売業・卸売業の合計値によ

り設定。 

・製造業在庫額は、H20 工業統計調査における市町別の年末在庫額の合計（製品在庫、

半製品・仕掛品在庫、原材料・燃料在庫）により設定。 

基本的な考え方 

・被害を受けた施設及び資産について、復旧

に要する被害の総額を、その施設・資産の

損傷額と捉える。 

 

施設・資産の 

種類 
①復旧額計算の対象とする被害量 ②使用する原単位 

建物 
全壊棟数＋半壊棟数×0.5 

（木造・非木造別） 

新規建物 1 棟あたり工事必要単価 

（木造・非木造別） 

家財 
建物被害率 

（＝全壊建物率＋半壊建物率×0.5） 
家財資産額 

その他償却資産 
非木造建物被害率 

（＝全壊建物率＋半壊建物率×0.5） 
償却資産額 

在庫資産 
非木造建物被害率 

（＝全壊建物率＋半壊建物率×0.5） 
在庫資産額 

 

世帯主の年齢（歳） 夫婦 独身 

～29 500 万円 

30～39 800 万円 

40～49 1,100 万円 

50～ 1,150 万円 

300 万円 
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・「４．ライフライン被害」で求めたライフライン被害数量に、被害の復旧に必要な費用（原単位）を乗じて、直接経済被害額を算出。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・「５．交通施設被害」で求めた交通施設被害数量に、被害の復旧に必要な費用（原単位）を乗じて、直接経済被害額を算出。 
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9.2 生産･サービス低下による影響 

概要・方針 手法 

中央防災会議に準拠し、県内における影響を

算出 

（出典） 

「東南海、南海地震等に関する専門調査会」

（平成 20 年 5 月 14 日）中部圏・近畿圏の

内陸地震に係る被害想定手法（案）につい

て～経済被害～、p.8 

［生産関数の推計］ 

・コブ・ダグラス型生産関数を適用。 

 

 

 

 

・以下の資料より、兵庫県の平成 10 年度から平成 19 年度までの 10 年間のデータを抽

出し、生産関数（パラメータ）を推計。 

・平成 19 年度県民経済計算による県内総生産（H12 基準実質値） 

・民間企業資本ストック年報による民間企業資本ストック（取付、H12 基準実質値） 

※民間企業資本ストックは全国値のみの公表であるため、県内総生産比率を用いて

兵庫県の値に換算。 

・平成 19 年度県民経済計算による県内就業者数 

 

［被災地生産額の減少量の推計］ 

・生産関数に、被災による民間資本ストックの喪失量および労働力の喪失量を入力し、

被害額を推計。 

・被災前の民間資本ストックは、民間企業資本ストック年報による H19 年度の値。 

※平成 20 年度市町民経済計算による市町内総生産額比により、各市町の値に換算。 

・被災前の労働力は、H18 事業所・企業統計調査による各市町の従業者数。 

・生産関数により算出される値は、H12 基準の実質値であるため、GDP デフレータ（平

成 22 年 4-6 月期 2 次速報値）を用いて平成 21 年価格に換算。 

 

［間接被害額の推計］ 

・被災地生産額の減少量より、兵庫県産業連関表（H17）を用いて 1 次波及、2 次波及

による減少量を算出し、その合計額を間接被害額とした。 

 

 

生産関数モデルにおける被害の設定 

基本的な考え方 

・建物等の被害や人的被害によって生産供給

能力が低下した場合に発生する被害額（負

の影響額）を、生産関数を用いて推計。 

 

  Y＝AKαL(1－α)
 

   Y ：地域総生産（GRP） 

   K ：民間企業資本ストック 

   L ：労働力 
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概要・方針 手法 
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9.3 交通寸断による影響 

概要・方針 手法 

内閣府に準拠 

（参考） 

南海トラフ巨大地震対策検討ワーキンググル

ープ（平成 25 年 3 月 18 日）－（資料４）

南海トラフ巨大地震の被害想定項目及び手

法の概要～ライフライン被害、交通施設被

害、被害額など～、p.48 

検討対象とする 

・定性的に想定する。（過去の災害時における被害状況等を参考に、被害の様相を記述） 

 

9.4 防災･減災対策の効果の試算 

概要・方針 手法 

新規 

・ 資産被害額、及び、生産･サービス低下によ

る影響を、対策実施時についても算出 

 

・ 「9.1 資産等の被害」「9.2 生産･サービス低下による影響」を算出する際のインプットとなる、建物被害量および人的被害量等について、減災対策を実施した場合の値とすること

により試算する。 

 

 


